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次世代林業機械導入支援事業〔交付金・新規〕 

体系：Ⅲ-1-(1) 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

  素材生産の採算性を改善し、森林技術員の所得向上を図るため、林業事業体へ

の貸付を目的とした次世代林業機械の導入を支援する。 

事 業 主 体 新潟県林業労働力確保支援センター 

事業実施期間 令和７～８年度 

補 助 率 3/4 以内 

予 算 額 R7 補正 37,500 千円（国 37,500 千円） 

担当課・係名 林政課 経営指導係 

林業労働力対策費（にいがたフォレスト・ワーク支援事業）〔国補/県単/基金・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(1)、Ⅵ-2 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

素材生産量の拡大と県産材の安定供給体制の確立に向け、新規就業者の確

保・育成、意欲と能力のある林業経営体の育成及び労働災害防止のための取

組を行う。 

① 林業就業を目指す若者等に対する生活資金を給付 

② 就業意欲を喚起するイベント等を実施 

③ 就業者への技能研修や安全講習を実施 

④ 異業種等への参入説明会等を実施 

⑤ 新規参入事業体の技術習得等を支援 

⑥ 林業従事者の労働災害防止のための巡回指導等を支援 

事 業 主 体 新潟県林業労働力確保支援センター、県、林業事業体、 

新潟県林業・木材製造業労働災害防止協会新潟県支部、他 

事業実施期間 平成９年度～ 

補 助 率 国 1/2・県 1/2、国 10/10 等 

予 算 額 R8 当初 28,114 千円（国 10,319 千円／県 17,795 千円） 

担当課・係名 林政課 経営指導係 

森林組合育成費（森林組合育成対策事業）〔県単/基金・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(1)、Ⅵ-2 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

 森林組合の自立的経営促進のため、協議会の開催及び経営指導を実施し、

森林組合の経営基盤の強化を図るとともに、所属会員の経済的、社会的地位

の向上、森林の保続培養、森林生産力の増進及び事業運営の効率化等を図る

ための指導を行う。 

事 業 主 体 森林組合連合会  

事業実施期間 平成 1７年度～  

補 助 率 1/2 以内 

予 算 額 R8 当初 1,002 千円（県 1,002 千円） 

担当課・係名 林政課 経営指導係 
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林業経営普及費（林業事業体等経営指導事業）〔県単・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(1)、Ⅵ-2 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

効率的な普及指導の推進及び民間指導者活用による効率的普及指導によ

り、林業担い手の育成を図る。 

林業普及指導協力員活用（林業経営の指導助言、研修会の講師派遣等） 

事 業 主 体 県 

事業実施期間 平成 20 年度～ 

予 算 額 R8 当初 842 千円（県 842 千円） 

担当課・係名 林政課 県産材振興室 

新潟県農林水産業総合振興事業（林業振興促進）〔県単・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(1) 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

林業生産の拡大及び林業経営の安定、並びに労働環境向上を促進し、林業

の振興を図る。 

① 林業生産振興施設等整備（施設整備、基盤整備及び機械整備） 

② 林業労働環境等整備（施設整備、基盤整備及び機械整備） 

事 業 主 体 市町村、森林組合連合会、森林組合、生産森林組合等 

事業実施期間 平成 16 年度～ 

補 助 率 3/10～5/10 以内 

予 算 額 R8 当初 67,086 千円の内数（県 67,086 千円）※農林水産業の体質強化対策の

予算額 

担当課・係名 林政課 計画調整係 

新潟県農林水産業総合振興事業（森林総合利用促進）〔県単・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(1) 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

森林の多面的利用を促進し、農山村地域の活性化と地域林業の振興を図る。 

① 森林活用促進（森林公園及び山村や都市の住民が憩う森林の多様な活用を 

促進するために必要な施設等の整備） 

② 森林学習施設等整備（森林の教育・文化機能の向上を図るために必要な森 

林学習施設等の整備） 

事 業 主 体 市町村、森林組合連合会、森林組合、生産森林組合等 

事業実施期間 平成 16 年度～ 

補 助 率 3/10～5/10 以内 

予 算 額 R8 当初 17,166 千円の内数（県 17,166 千円）※農山漁村活性化対策の予算額 

担当課・係名 林政課 計画調整係 
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林業・木材産業構造改革事業費（合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対

策事業）〔交付・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(1)、Ⅲ-1-(2)、Ⅲ-2、Ⅲ-3 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

森林資源の利用拡大に向けて、間伐材の生産や作業道の整備、高性能林業

機械の導入、木材加工流通施設等の整備を支援する。 

事 業 主 体 市町村、森林組合、林業事業体、地域材を利用する法人等 

事業実施期間 平成 28 年度～ 

補 助 率 定額、1/2 以内  

予 算 額 R7 補正 127,604 千円（国 127,604 千円） 

担当課・係名 林政課 計画調整係 

森林研究所特別研究費（地域重要新技術開発費）〔県単/基金・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(1)、Ⅲ-2、Ⅲ-3、Ⅹ-1 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

広域、重要で、かつ緊急に解決すべき森林施業、林業技術、森林管理及び特

用林産物等に関し、試験研究を実施する。 

① 森林資源の生産、利用促進のための技術開発 

② 森林の多面的機能の高度発揮のための技術開発 

③ 付加価値の高いきのこの栽培技術の確立 

事 業 主 体 県 

事業実施期間 昭和 61 年度～ 

予 算 額 R8 当初 4,356 千円（県 4,356 千円） 

担当課・係名 林政課 経営指導係 

新潟県農林水産業試験研究強化事業【新世代スギ開発プロジェクト】〔県単/交付金・新規〕 

体系：Ⅲ-1-(1) 、X-1 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

  県産スギを優良材（Ａ材）として高価格で流通させるため、成長・強度・通直

性等に優れた無花粉スギの新品種を開発する。 

事 業 主 体 県 

事業実施期間 令和８年～10 年度 

予 算 額 R8 当初 14,974 千円（国 7,277 千円／県 7,697 千円） 

担当課・係名 林政課 経営指導係 
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デジタル技術活用による森林吸収能力強化事業〔国補・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(1)、Ⅲ-2 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

森林の若返りによるＣＯ₂吸収能力の向上を図るため、ICT 生産管理ソフト等の

導入による施業の効率化を支援し、主伐・再造林を推進する。 

事 業 主 体 市町村、林業事業体等 

事業実施期間 令和８年度～ 

補 助 率 1/2 以内 

予 算 額 R8 当初 200 千円（国 200 千円） 

担当課・係名 林政課 経営指導係 

未来の森づくり支援事業〔基金・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(1) 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

  森林の若返りによる二酸化炭素吸収能力の向上を図るため、企業版ふるさ

と納税を活用し、林業事業体が行う再造林拡大の取組を支援する。 

〈支援メニュー〉 

 ・林業事業体が低コスト手法で実施するスギの再造林・下刈りに係る経費 

 ・吸収量算定事務に係る経費 

事 業 主 体 再造林基金運営団体 

事業実施期間 令和７～13 年度 

補 助 率 定額（再造林 200 千円/ha、下刈り 50 千円/ha） 

予 算 額 R8 当初 10,900 千円（県 10,900 千円） 

担当課・係名 林政課 県産材振興室 

林木育種事業〔国補/県単/基金/その他・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(1)、-Ⅸ2 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

本県の地域性・ニーズに適応した優良種穂を開発、生産及び販売し、本県

林業の安定的発展に資する。 

① 種穂採取、林木育種園管理、品種開発等育成管理、生産事業者講習会、特定

母樹採種園の造成、苗木広域流通支援 

② 花粉の少ない苗木生産拡大 

事 業 主 体 ① 県、② 苗木生産者 

事業実施期間 昭和 32 年度～ 

採 択 要 件 等 ② 新規に苗木生産に取り組む事業者等へ、400 本程度の育苗に必要な資材費を

支援 

補 助 率 ② 県単事業：定額 

予 算 額 R7 補正 1,910 千円（国 1,910 千円） 

R8 当初 10,606 千円（県 10,282 千円／売払収入 324 千円） 

担当課・係名 治山課 緑化係 
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県産材輸出拡大プロジェクト推進事業〔国補・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(2) 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

  県産材の輸出拡大に向け、輸出港へ安定的かつ効率的に丸太を供給するた

めの共同出荷体制の構築や中間土場の整備に係る経費を支援する。 

① 共同出荷計画の策定 

② 中間土場の整備  

事 業 主 体 林業事業体等 

事業実施期間 令和７～９年度 

補 助 率 ①定額 ②1/2 以内 

予 算 額 R8 当初 8,000 千円（国 4,000 千円／県 4,000 千円） 

担当課・係名 林政課 県産材振興室 

森林・林業基本戦略推進費〔県単・継続〕 

体系：Ⅲ-1-(3)、Ⅵ-2 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

森林・林業基本戦略を着実に実行するため、関連事業の取組状況や実績に

ついて検証・評価する検討会等を開催する。                  

事 業 主 体 県 

事業実施期間 令和４～10 年度  

予 算 額 R8 当初 591 千円（県 591 千円） 

担当課・係名 林政課 計画調整係 

経営管理体制構築事業（地域林政アドバイザー活用促進事業、経営管理体制構築推進

事業）〔基金・継続〕 

体系：Ⅲ-2 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

市町村が実施する森林経営管理制度等の円滑な運用のため、アドバイザー

の派遣や技術指導を実施し、市町村における森林整備を推進する。 

① 専門知識・技術を有するアドバイザー派遣・調整の実施 

② 森林経営管理制度等の円滑な運用のために必要な推進活動を実施 

事 業 主 体 県 

事業実施期間 令和元年度～ 

予 算 額 R8 当初 6,260 千円（県 6,260 千円） 

担当課・係名 林政課 計画調整係 
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森林情報整備・活用事業〔県単/基金・継続〕 

体系：Ⅲ-2 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

市町村が行う森林所有者への意向調査等の円滑な実施を支援するため、森

林の地番・境界情報を収集・解析し、解析結果を基に森林計画図等の修正を

行い、提供する。 

また、主伐・再造林を推進するため、今後、施業を実施する箇所を対象に森

林情報の整備を行う。 

事 業 主 体 県 

事業実施期間 令和元年度～ 

予 算 額 R8 当初 7,000 千円（県 7,000 千円） 

担当課・係名 治山課 森林計画係 

 

 

 

 

地域森林計画編成費〔国補・継続〕 

体系：Ⅲ-2、Ⅸ-1 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

森林法に基づき、伐採、造林、林道及び保安林等に関する 10 年間の計画量

を定めるとともに、市町村森林整備計画の規範となる指針等を示し、地域森

林計画の策定に必要な森林情報の整備等を通じて、森林の適正な管理に資す

る。 

事 業 主 体 県 

事業実施期間 昭和 27 年度～ 

補 助 率 国 1/2 以内・県 1/2 

予 算 額 R8 当初 20,715 千円（国 10,279 千円／県 10,436 千円） 

担当課・係名 治山課 森林計画係 

 

 

 

 

 

新潟県農林水産業試験研究強化事業【マツだけに頼らない海岸林づくりプロジェクト】 

〔県単/基金・新規〕 

体系：Ⅲ-2、X-1 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

  乾燥や強風等、海岸の過酷な環境下で生育可能なマツ以外の複数樹種を探索し、

新たな海岸林の造成技術を開発するとともに、森林の多面的機能の評価方法を確

立する。  

事 業 主 体 県 

事業実施期間 令和８年～10 年度 

予 算 額 R8 当初 1,472 千円（県 1,472 千円） 

担当課・係名 林政課 経営指導係 
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農林公社運営支援費〔県単・継続〕 

体系：Ⅲ-2 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

農林公社分収林事業の円滑な運営を図り、もって森林資源の造成、水源のか

ん養及び国土の保全を図り農山村経済の振興に寄与する。 

（H31.3 「農林公社分収林事業経営健全化方針」策定） 

① 農林公社造林事業事務費貸付金 

② 農林公社職員給与補助金 

③ 農林公社利息補助金 

事 業 主 体 公益社団法人新潟県農林公社 

事業実施期間 昭和 47 年度～ 

予 算 額 R8 当初 ① 599,162 千円   ② 1,301 千円   ③ 83,383 千円 

担当課・係名 林政課 県産材振興室 

特用林産振興対策事業〔県単・継続〕 

体系：Ⅲ-3 

事 業 目 的 

及 び 内 容 

 森林資源の有効活用と農山村地域での短期収入源として、木炭産業及びき

のこ産業を育成し、農山村の振興を図る。 

事 業 主 体 新潟県特用林産振興協会、県   

事業実施期間 平成 3 年～  

補 助 率 1/2 以内 

予 算 額 R8 当初 548 千円（県 548 千円） 

担当課・係名 林政課 経営指導係 


